
〔生涯学習政策局〕 

 

人口減少社会におけるＩＣＴの活用による教育の質の維持向上に係る実証事業 

 

１． 創設年度：平成 27年度 

２． 平成 28年度予算額：１．４億円 

３． 事業概要 

 過疎化・少子高齢化が進む人口過少地域において、ＩＣＴの活用により、

遠隔地間における児童生徒の共同学習の充実や、社会教育施設等と連携し

た遠隔講座の実施など、学校教育及び社会教育におけるＩＣＴを活用した

実証研究を実施する。〈委託費〉 

 

＜参考＞ 

【まち・ひと・しごと創生基本方針】（H26.12.17 閣議決定）[抜粋] 

（１）地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする 

（オ）ICT 等の利活用による地域の活性化 

(1)-(オ)-① ICT の利活用による地域の活性化 

（略）また、遠隔教育等の教育における ICT の活用を推進する。さら

に、地域の経済社会活動を支える通信・放送環境の整備を推進する。 

 

４． 選定理由 

オ（その他公開の場で外部の視点による検証を行うことが有効と判断される

もの） 

   過疎化・少子高齢化が進む人口過少地域において、ＩＣＴを活用した共

同学習に関する実証研究等を行う事業であり、限りある予算の中で児童生

徒の学習活動等の更なる充実を図る観点から、今後、より効果的な事業の

在り方について検討する必要があるため。 

 

５． 想定される論点 

・効果的な事業執行について 

・アウトカム・アウトプットは適切に設定されているか 

・効果的な成果の普及方策について 

 

※成果指標（平成 27年度） 

 ・本事業において、遠隔授業の方が普段の授業よりも活発なやり取りができ

たと思う児童生徒の割合 

・本事業において、遠隔講座の受講により学習意欲が向上したと思う受講者

の割合 



申請教育委員会
（連携教育委員会） 実証校 実施学年・教科（１年目） 実施学年・教科（２年目）

富山県南砺市教育委員会 利賀小、上平小、利賀中、
平中 小5,6（複式）：算数、総合 小4-6：社会、算数、道徳

中1-3：社会、数学、道徳

長野県喬木村教育委員会 第一小、第二小 小4：算数、総合 小5：算数、小4：国語、小5：総合

岐阜県教育委員会
（本巣市） 外山小、根尾小、本巣小 小5(4,5年の複式),6：特別活動、総合 小5：総合、算数、社会

岐阜県白川町教育委員会
白川小、白川北小、蘇原
小、黒川小、佐見小、白
川中、黒川中、佐見中

小５,６年：社会、外国語
中2年：外国語
小：国語、並行読書

小1,2：生活、社会、小5,6：外国語、社会、中
1,2：外国語、社会
小・中：国語、並行読書

奈良県教育委員会
（五條市、御杖村、曽爾
村、川上村、東吉野村）

五條市野原小、五條市阪
合小、御杖小、曽爾小、
川上小、東吉野小

阪合部・野原小4：算数、社会
御杖・曽爾小3：国語、総合
川上・東吉野小2：生活、小6：算数

阪合部・野原小4-6：算数、社会、総合
御杖・曽爾小4-6：国語、道徳、総合
川上・東吉野小2：生活、小3：国語、小6：算数

山口県萩市教育委員会 佐々並小、明木小 小３-６（３、５,６年は複式）：算数、社会 小3-6：算数、国語、道徳

徳島県三好市教育委員会 下名小、政友小、山城小 小５,６（複式）：国語、道徳、外国語 小５,６（複式）：国語、算数、図工

愛媛県西条市教育委員会 田滝小、徳田小、田野小 小５,６（複式）：国語、学活、外国語、体育
（保健領域）

小3：国語、小5,6：社会、特別活動（道徳）、外
国語、小1-6：学活

福岡県柳川市教育委員会 皿垣小、有明小、中島小、
六合小、大和小、豊原小 小4-6：社会、学級活動 小4-6：社会、総合、学活

長崎県教育委員会
（長崎市、大村市）

西坂小、高島小、高島中、
梅香崎中、黒木小、大村
小

長崎市：小6；外国語、中2；道徳
大村市：小４、５,６年(複式)；算数、外国語

長崎市：小6；外国語、中2；道徳、数学
大村市：小３,４、５,６年(複式)；国語、算数、外
国語

熊本県高森町教育委員会 高森東小、高森中央小、
高森東中、高森中

小１-６：国語、社会、外国語、高森ふるさと学
中１-３：英語、社会、技術・家庭、高森ふるさと学

小1-6：国語、社会、外国語、高森ふるさと学、道徳
中1-3：英語、社会、技術・家庭、高森ふるさと学、道
徳

鹿児島県教育委員会
（徳之島町） 母間小、花徳小、立山小 小３-6（３,４、５,６年は複式）：算数、道徳 小３-6（３,４、５,６年は複式）：算数、道徳、社

会

人口減少社会におけるＩＣＴの活用による教育の質の維持向上に係る実証事業 採択先一覧

学校教育 ≪１２地域≫



人口減少社会におけるＩＣＴの活用による教育の質の維持向上に係る実証事業

我が国の人口減少が加速化することが確実視されている中、将来的に全国各地において現行の学校規模を維持することが困難な人口過少地域が増加する
ことが予想されている。併せて、社会教育においても同様に地域人材が不足しており、今後、そのような地域における教育水準の維持向上が課題となることが
予想される。 【在学者数推移（小・中・高） 昭和23年 約1,677万人 昭和60年 約2,263万人 平成25年 約1,356万人】（学校基本調査より）

平成28年度予算額 １３６百万円（H27予算額 １４２百円）

小規模校のデメリットの最小化を図る

学校統廃合の困難な小規模学校に対して、ＩＣＴを活用して他の学校と結び、
児童生徒同士の学び合い体験を通じた学習活動の充実などを図るための
実証研究を行う。

課題・背景

地域コミュニティ機能の存続及び活性化

取
組

成
果

主要５教科を含めて、年間を通してICTを活用した合同学習等の指導方法の
開発や、効果の検証を行い、その成果を全国に普及する。

ICTの特長を生かして社会教育の維持向上と地域コミュニティの活性化を図る
ため、遠隔地間における講座や研修を行うなど、ＩＣＴを活用した社会教育の
実証研究を行う。

取
組

成
果

遠隔による講座や人材養成を通じて、地域課題の解決を図る社会教育
プログラムの開発を行い、広く全国に普及をする。

過疎地域

博物館 図書館

コミュニティ機能の低下人材の育成が困難

学 校小規模学校
＜小規模学校の課題＞
・集団の中で自己主張したり、他者を尊重する経験を積みにくく、
社会性やコミュニケーション能力 が身につきにくい
・児童生徒の人間関係や相互の評価が固定化しやすい
・切磋琢磨する環境の中で意欲や成長が引き出されにくい 等

遠隔地間における双方向型の合同学習を実施

＜学校教育におけるＩＣＴを活用した実証研究＞

人口減少社会における学校教育・社会教育の質の維持向上を図る

遠隔による講座や研修の実施

遠隔学習等活用事例に関する調査研究

遠隔学習を導入・実践するにあたり、参考となる初歩的なノウハウ（遠隔学習に関する事前準備や指導方法、及びICT機器の特徴を
生かした活用方法など）について、実証研究の中間成果をとりまとめ報告会を開催し普及する。さらに、本実証研究の実効性を高め
るため、実証内容について検証を実施し、事業内容の改善を図る。

多様な講座等の
受講機会の減少

生涯学習センター・公民館

＜人口過少地域におけるＩＣＴを活用した社会教育実証研究＞

実証研究（平成２７年度～平成２９年度）

＜実証地域＞
富山県南砺市教育委員会、長野県喬木村、岐阜県教育委員会（本巣市教育委員会）、岐阜県白川町
教育委員会、奈良県教育委員会（五條市・御杖村・曽爾村・川上村・東吉野村）、山口県萩市教育委員会、
徳島県三好市教育委員会、愛媛県西条市教育委員会、福岡県柳川市教育委員会、
長崎県教育委員会（長崎市・大村市）、熊本県高森町教育委員会、鹿児島県教育委員会

＜実証地域＞
NPO法人あきた地域資源ネットワーク（秋田県男鹿市教育委員会）、
島前ふるさと魅力化財団（島根県海士町）、NPO法人愛媛アカデメイア（愛媛県松野町）、
株式会社愛媛CATV（愛媛県愛南町）、福岡地域社会教育ICT活用連携協議会（福岡市、芦屋町）
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年度29

29 年度

職員旅費

3.6

1

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

（委託実施経費）/（実施箇所数）

単位当たり
コスト 百万円 - - - 10

計算式 百万円/件 - - - 92,130百万円／9件

27年度活動見込

（２）人口過少地域におけるICTを活用した社会教育実証
研究

活動実績 件 - - -

当初見込み 件 - - - 5

平成２７年度行政事業レビューシート 文部科学省

執行額

0 0 0 141.6 142.4

- -

執行率（％） - - -

②ICTを活用した遠隔講座
の受講により学習意欲が向
上した受講者の割合の増
加

本事業おいて、遠隔講座の
受講により学習意欲が向上
したと思う受講者の割合
※目標値は対前年度増と
するが、平成２６年度は事
業未実施。平成２７年度か
ら事業の中で調査を行うこ
とから、今年度は参考とし
て、平成２４年度生涯学習
に関する世論調査（内閣府
調査）における「生涯学習を
行った満足度」の数値を記
載。

成果実績 ％ - -

目標値 ％ -

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
平成２９年度

1

活動実績

活動指標

- -

％

24年度

定量的な成果目標

翌年度へ繰越し -

計

費　目

- - 90

達成度 ％ -

-

ＩＴ戦略、地方創生主要政策・施策

- 9

平
成
2
7

算
内
訳

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

（１）学校教育におけるＩＣＴを活用した実証研究

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

諸謝金 3

単位当たり
コスト

- - -

13-

単位

- - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

まち・ひと・しごと創生総合戦略について（平成26年12月27日閣
議決定）

経済財政運営と改革の基本方針2014（平成26年6月24日閣議決
定）

実施方法

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

-

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 -

文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　過疎化・少子高齢化が進む人口過少地域において、ICTの活用により、遠隔地間における児童生徒の共同学習の充実や、社会教育施設等と連携した遠
隔講座の実施など、学校教育及び社会教育におけるICTを活用した実証研究を実施し、人口減少社会におけるＩＣＴを活用した学習の有効性を検証する。

前年度から繰越し - -

事業番号

人口減少社会におけるＩＣＴの活用による教育の質の維持向上
に係る実証事業

担当部局庁 生涯学習政策局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 情報教育課
情報教育課長
磯　寿生

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
政策目標：1 生涯学習社会の実現

施策目標1-5 ICTを活用した教育・学習の振興

主要経費

27年度

-

-

百万円/件

本事業おいて、遠隔授業の
方が普段の授業よりも活発
なやり取りができたと思う児
童生徒の割合
※目標値は対前年度増と
するが、平成２６年度は事
業未実施であり、平成２７
年度から当該事業において
実績値の調査を行うことか
ら、今年度は参考として、平
成２４年度生涯学習に関す
る世論調査（内閣府調査）
における「生涯学習を行っ
た満足度」の数値を記載。

-

-

27年度活動見込

- -

39百万円／3件

27年度見込

-
（委託実施経費）/（実施箇所数）

--

26年度

計算式

件

-

成果実績

目標値

-

単位

-

24年度 25年度 26年度

26年度

25年度

成果指標 単位

％

26年度
目標最終年度

- -

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

（１）学校教育におけるＩＣＴを活用した実証研究
  遠隔地間の学校同士をICTで結び、年間を通じて合同学習や合同活動などを実施することにより、指導方法の開発や有効性の検証などを行い、人口減
少社会における学校教育の手法に関する実証研究を行う。
（２）人口過少地域におけるICTを活用した社会教育実証研究
　ICTを活用して遠隔地間の社会教育施設等を結びながら学習機会の提供や指導者の養成などを行い、① ICTを活用した遠隔講座などを行うための手法
の開発と手法の有効性の検証、② 人口過少地域における社会教育の効果を最大化させるためのICT活用の在り方の検討について実証研究を行う

目標最終年度

- -

141.6 142.4

-

24年度 25年度

-

①ICTを活用した遠隔授業
の方が普段の授業よりも活
発なやり取りができたと思う
児童生徒の割合の増加

達成度 ％

-

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

当初見込み

件

百万円
単位当たり

コスト

算出根拠

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

25年度

成果指標 単位 24年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

チェック



2.7

130.9

4

委託費 131

4.2委員等旅費

3

計 142 142.4

庁費

7
・
2
8
年
度
予

（
単
位
：
百
万

円

）



事業所管部局による点検・改善

支出先の選定に当たっては、十分な公告期間を確保した
上で公募（企画競争）を実施し、妥当性や競争性を確保し
ている。

国
費
投
入
の
必
要
性

外部有識者の所見

改善の
方向性

・本事業は、人口過少地域における教育の質の維持向上を図る上で必要な取組であり、その成果をより広く全国に普及していく必要がある。
・事業の執行にあたっては企画競争を行うこととしており、その妥当性や競争性を確保し、コストの削減に努める。

　　　　　　　　　　　－平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

　　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　　－

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度 　　　　　　　　　　　－

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

複数の閣議決定にその必要性が明記されるなど、政策の
優先度の高い事業である。

単位当たりコストについては、委託先にも国の基準に準拠
させるなど適切なコストになるように努めている。

直接委託先へ支出を行うなど、合理的なものになるよう努
めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

・本事業は、閣議決定を踏まえ、ICTを活用した実証研究を通じて、人口過少地域における教育の質の維持・向上を図るために企画・立案した
ものである。

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

本事業は、現時点では特段問題はないものと見受けられる。
引き続き、より適切なアウトカムの設定について検討するとともに、事業の着実な実施及び効率的な予算執行に努めること。

平成26年度

※外部有識者による点検対象外

点検結果

　　　　　　　新27-0010

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

事業計画を段階において十分な検討を行い、事業展開の
方向性を定め、最も低コストな方法をとっている。

本事業によって得られた成果は広く教育関係者に周知を
図るとともに、文科省の研修会等でも活用を促すこととし
ている。

委託契約の締結に当たって、真に必要なものに限定され
ているかなど、内容を厳正に審査し、その必要性について
適切にチェックを行っている。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

複数の閣議決定に基づき、実証研究を実施するもので、
国民や社会のニーズを反映している。

本事業は、まず国で実証を行い、その結果として地方自治
体対等へ普及を図るものであり、委ねることはできない。

○

○

○

‐

関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ‐

事業経費の費目・使途については、申請内容の厳正な審
査を行っている。

事業名所管府省・部局名 事業番号

○



なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

※当該資金の流れは、予算積算上において想定される資金の流れを記入したものであり、実際の資金の流れとは異なる可能性がある。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

・諸謝金 3百万円

・職員旅費 1百万円

・委員等旅費 4百万円

・庁費 3百万円

文部科学省

142百万円

過疎化・少子高齢化が進む人口過少地域において、ICTの
活用により、学校教育及び社会教育におけるICTを活用した
実証研究を実施し、人口減少社会におけるＩＣＴを活用した
学習の実証研究を実施する。

※本省執行分

を含む。

A．教育委員会（全9団体）
92百万円

遠隔地間の学校同士をICTで結び、年間を通じて合同

学習や合同活動などを実施することにより、指導方法の

開発や有効性の検証などを行い、人口減少社会におけ

る学校教育の手法に関する実証研究を行う。

【企画競争（公募）・委託】

B．教育委員会等※（全5団体）
39百万円

ICTを活用して遠隔地間の社会教育施設等を結びなが

ら学習機会の提供や指導者の養成などを行い、社会教

育におけるICT活用の在り方について実証研究を行う。

【企画競争（公募）・委託】

※教育委員会と密接に連携するNPO法人などの民間団体を含む



計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 93 計 0

委託費
人口過少地域におけるICTを活用した社会
教育実証研究

93

計 92 計 0

B.教育委員会等 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

委託費 学校教育におけるＩＣＴを活用した実証研究

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.　教育委員会 E.
金　額

(百万円）
費　目 使　途費　目 使　途

92

チェック

チェック



１－５「ＩＣＴを活用した教育・学習の振興」の施策マップ
施策の実施理由 活動内容 効果 目標

①情報通信技術（ＩＣＴ）
の進展に伴う学びの
環境の革新と教育の
質の向上

・効果検証のための実証
研究の実施・成果の普及

・教員のＩＣＴ活用指導力の
向上
・ＩＣＴ教育環境の充実
・教育用コンテンツの充実

・学校間、学校・家庭が連携した指導方
法の開発、教材や指導事例等の共有

・遠隔地間の双方向型の協働学習・合
同学習の実証研究

・発達段階に応じたモデルカリキュラム
の開発・実践

・学習指導等の改善等のための調査研
究を実施

・教員研修等のプログラムの開発・実践

・「ＩＣＴ活用教育アドバイザー（仮称）」
の自治体への派遣

・教育用コンテンツの選定、普及・奨励
・教育情報共有ポータルサイトの運営

指導モデルの
蓄積・共有

教員のＩＣＴ活用
指導力の向上

教育現場のＩＣＴ
環境の整備

（達成目標１）

授業においてＩＣＴ（情報
通信技術）を活用した効
果的な指導や学習が行
われる。

【ＩＣＴを活用した教育推進自治体応援事業【再掲】】

【教育用コンテンツ奨励事業】
【教育研究情報センター】

（達成目標２）

教育上価値が高く、学
校教育又は社会教育に
利用されることが適当と
認められる教育用コン
テンツが広く普及する。

（施策の概要）

高度情報社会を担う人
材を育成するための教
育・学習を推進するとと
もに、ＩＣＴ（情報通信技
術）を効果的に活用した
教育・学習の機会を充
実する。

教育用コンテン
ツの普及・充実

【ＩＣＴを活用した教育推進自治体応援事業【再掲】】

・情報モラル教育の充実のための、指
導教材・保護者向け啓発資料の開発

【情報モラル教育推進事業】

【情報通信技術を活用した教育振興事業】
【ＩＣＴを活用した教育推進自治体応援事業】
【人口減少社会におけるＩＣＴの活用による
教育の質の維持向上に係る実証事業】
【先導的な教育体制構築事業】

②情報通信技術（ＩＣＴ）
の進展に伴う課題へ
の対応

・情報モラルなど、これから
の社会で求められる情報
活用能力を身につけるため
の学習活動の推進
































